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1.計画策定の趣旨

 平成25年12月11日、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強
靱化基本法」が公布・施行され、平成26年6月、同法第10条の規定により、国は「国土強靱化基
本計画」を閣議決定しています。また、沖縄県においても、平成31年3月に「沖縄県国土強靭化
計画」が策定されています。

2.国土強靭化（イメージ）

 大規模自然災害に備えるため、災害により致命的な被害を負わない「強さ」と速やかに回復する
「しなやかさ」を持った安全・安心な地域の強靱化を推進する「中城村国土強靱化地域計画」を
策定する。

【国土強靱化地域計画と他の計画等の策定イメージ図】
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3.地域強靱化の基本的な考え方

第１章 本村の地域特性

村の地域特性を踏まえ、大
規模自然災害全般を想定

第２章 地域強靱化の基本的な考え方
基本目標

① 人命の保護が最大限図られること

② 村の重要な機能が致命的な障害をうけず

維持されること

③ 村民の財産及び公共施設に係る被害の最

小化

④ 迅速な復旧復興

第３章 脆弱性評価
評価の枠組み及び手順

① 33の起きてはならない最悪の事態(リスクシナリオ)の設定

② 各リスクシナリオごとに必要な施策・課題等を洗い出し

③ 洗い出した必要な施策、課題等を9の施策分野ごとに整理

※別紙1 33の「起きてはならない事態」(リスクシナリオ)

第４章 地域強靭化の推進方針（施策分野ごとの推進方針）
① 地域強靭化のために必要な施策
※別紙2 施策分野ごとの推進方針

第５章 計画の推進と不断の見直し

① 他の計画等の必要な見直し

② 本計画の進捗管理と不断の見直

整合・調和
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別紙1 33の「起きてはならない事態」(リスクシナリオ)
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表 33の「起きてはならない事態」(リスクシナリオ)
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別紙2 施策分野ごとの推進方針

（１）行政機能／消防機能

○大規模災害対応力の強化

○災害対策本部運営訓練の実施

○自主防災組織の拡充及び強化

○災害時における事業者等との連携強化

○公共建築物等の耐震化の促進

○応援体制の強化

（２）地域・都市

○公共建築物等の耐震化の促進（再掲1）

○自主防災組織の拡充及び強化（再掲1）

○地域防災力の向上

○密集市街地等の整備改善と避難地等の確保

○住宅、建築物等の耐震診断・改修促進

○地域の浸水対策

○安定した水資源の確保と上水道の整備

○要配慮者の安全確保

○地域安全対策の推進

○土砂災害対策

○高潮等対策

○治水対策

（３）保健医療・福祉

○要配慮者の安全確保（再掲2）

○感染症対策の推進

○災害時の医療救護等体制の充実

（４）保健医療・福祉

○情報伝達手段の拡充強化

○沖縄県総合行政情報通信ネットワーク運用への協力

○各種公共施設等を結ぶ情報ネットワークの整備活用

○災害時における事業者等との連携強化（再掲1）

（５）エネルギー・産業

○災害時における事業者等との連携強化（再掲1、4）

○事業者における防災対策の強化

○災害時業務継続地区（ＢＣＤ）の構築を検討する

（６）交通・物流

○災害時における事業者等との連携強化（再掲1、4、5）

○地域・都市の浸水対策（再掲2）

○地域特性に応じた交通・輸送基盤の整備

（７）農林水産

○農業生産基盤の整備

○農地及び農業用施設の保全

○農業生産基盤の長寿命化・防災減災対策

○耕作放棄地発生防止の対策

○水産基盤施設における防災対策の強化

（８）環境

○水質保全対策の推進

○公害防止対策の推進

○不法投棄防止対策の推進

○災害がれきの発生による交通機能及び生活機能の停止

○災害時業務継続地区（ＢＣＤ）の構築を検討する（再掲5）

（９）土地利用

○公共施設等における各種予防施策の推進

老朽化対策

○地域防災力の向上（再掲2）

○密集市街地等の整備改善と避難地等の確保（再掲2）

＜横断的施策分野の推進方針＞


